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に求めている。
さらに、平成２２年度から救命救急センター

に対する運営費補助金への反映を念頭におい
て、「救命救急センターの評価」の評価項目
に、救急医療と精神科医療との連携体制を評
価する項目の追加をした。
なお、現在すべての研修医が、精神疾患に

対する初期的対応、精神的ケアと治療の実際
を学ぶことになっている。

26 長期療養を必要とする犯罪被害者の
ための施設の検討及び実施
各都道府県において、平成１８年に改正され

た医療法に基づき、医療計画を策定し、長期
療養を必要とする患者を始め、犯罪被害者等
を含めた患者が継続的に適切な医療を受けら
れるよう医療連携体制の構築を進めていると
ころであり、厚生労働省において、各都道府

県の取組を支援している。

27 性暴力被害者のための医療体制の整
備に資する施策の検討及び実施
厚生労働省において、「良質な医療を提供

する体制の確立を図るための医療法等の一部
を改正する法律」に基づき創設された医療機
能情報提供制度（P４０21「犯罪被害者等に対
する医療機関に関する情報の周知」参照）に
よって、性暴力被害者であれば必要と考えら
れる、婦人科、精神科、心療内科などを有す
る医療機関の医療機能に関する情報について
得ることができるようにしている。
また、併せて医療に関する広告の規制の見

直しを行い、これまで認められていなかっ
た、性暴力被害者のカウンセリングを実施し
ている旨などの広告を医療機関が行うことが
できることとした。

２ 安全の確保（基本法第１５条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 携帯用自動通報装置の整備
警察において、犯罪被害者に対して再度危

害が加えられることを未然に防止するため、
携帯用自動通報装置を犯罪被害者に貸し出
し、不安感の払拭や安全確保を図っている。

⑵ 企業及び行政対象暴力対策の推進
警察において、企業及び行政対象暴力事犯

に対して、検挙の徹底、暴力団対策法の効果
的な運用に努めるとともに、都道府県暴力追
放運動推進センターと連携して、不当要求防
止責任者＊５に対する講習を実施したり、パン
フレットを作成したりするなどして、犯罪被
害者等の保護、救済を図っている。
企業対象暴力対策については、政府の犯罪

対策閣僚会議の幹事会申し合わせとして策定

された「企業が反社会的勢力による被害を防
止するための指針」（平成１９年６月）に基づ
き、契約書などへの暴力団排除条項導入など
反社会的勢力への対応の浸透を図るととも
に、都道府県警察の本部に「企業対象暴力特
別対策本部」を設置して、各種相談体制の充
実、企業や業界団体に対する指導、広報啓発
活動、保護対策などを積極的に行っている。
行政対象暴力対策については、全国の地方

公共団体に対して、暴力団などの不当要求に
対する組織的な対応を規定する、いわゆるコ
ンプライアンス条例・要綱などを制定するよ
う働きかけを行っている。平成２１年１２月末に
は、コンプライアンス条例・要綱などは全国
の地方公共団体の９９．９％で制定されており、
行政機関などにおける不当要求防止責任者数
は１２万４，０３０人となった。行政機関などにお
ける組織的対応の強化を推進するため、平成
１５年７月以降、「行政対象暴力関係省庁等連

（＊５）各事業所に選任された、不当要求による事業者や使用者などの被害を防止するために必要な業務を行うこととされている者
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不当要求被害防止広報啓発ポスター

提供：警察庁

絡会議」を７回にわたって開催した。
また、暴力団対策法が改正され、行政機関

などを相手方とした、指定暴力団員による行
政庁が行う許認可に関する不当要求や国など
が行う公共工事の入札・契約に関する不当要
求について、中止命令などを発出できること
とされた（平成２０年８月１日施行）。
以上の施策を推進した結果、平成２１年中

は、３４２件の「企業及び行政対象暴力事犯」
を検挙した。

⑶ 悪質商法等の再被害防止に係る広報
啓発活動の推進
警察において、悪質商法やヤミ金融被害の

防止を図るため、検挙状況や主要な検挙事例
などを警察庁のホームページに掲載している
（「平成２１年中おける生活経済事犯の検挙状
況について」：http://www.npa.go.jp/safetylife/

seikan２５／h２１_seikeijihan.pdf、「悪質商法の被
害にあわないために」：http://www.npa.go.
jp/safetylife/seikan４４/akutoku_boushi.pdf）。
また、関係機関と連携して、リーフレットな
どによる被害防止広報を実施している。
都道府県警察においては、ホームページで

被害防止などに関するポイントを紹介してい
るほか、地元のメディアや通常の警察活動な
どあらゆる媒体、機会を通じて被害防止広報
などを実施している。

⑷ 再被害防止のための犯罪被害者等に
対する出所情報通知制度
法務省において、犯罪被害者が加害者との

接触回避などの措置を講じることにより再被
害を避けることができるよう、出所情報通知
制度を実施している。警察から再被害防止措
置上必要とする受刑者の釈放などに関する情
報の通報要請があった場合、通報を行うのが
相当であると認められるときは、受刑者の釈
放などに関する情報（自由刑の執行終了によ
る釈放予定と予定年月日・帰住予定地、仮釈
放による釈放予定と予定年月日・指定帰住地
など）を通報している。
また、犯罪被害者等が希望する場合に、検

察官が相当と認めるときは、犯罪被害者等に
対し、受刑者の釈放前に釈放予定に関する通
知を行っている。
本施策については、実施後８年経過したと

ころであるが、各会議などにおいて制度につ
いて周知を図り、実務担当者からも犯罪被害

通知希望者数 通知者数
平成１３年 １３１ ３７
平成１４年 ２６４ １２５
平成１５年 ３４４ ２５０
平成１６年 ６２２ ４４０
平成１７年 ７８７ ５５９
平成１８年 １，１３５ ７７９
平成１９年 １，０８０ ７８２
平成２０年 ８５５ ６６３
平成２１年 ３７１ ４８７
合 計 ５，５８９ ４，１２２

犯罪被害者等に対する出所情報通知状況

提供：警察庁 提供：法務省
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者等に対して案内をしていることから、通知
件数も徐々に増加している。
警察においては、独自に把握した情報や刑

事施設などから通報を受けた情報について、
提供の必要性を個別に判断した上で、犯罪被
害者等に対して教示している。

⑸ 児童相談所及び婦人相談所における
一時保護
児童相談所において、必要があると認める

ときは、子どもの一時保護（委託を含む。）
を実施している。平成２０年度の所内一時保護
件数は１９，２２０件、委託件数は７，２３３件となっ
ている。
また、従来から、保護を要する女性につい

ては婦人相談所において一時保護（委託を含
む。）を実施しており、配偶者からの暴力や
人身取引被害者等を含めた一時保護件数は、
２０年度で１２，１４５件（要保護女性６，６１３件、同
伴家族５，５３２件）となっている＊６。

⑹ 犯罪被害者等の安全確保
海上保安庁において、犯罪の手口、動機・

組織的背景、被疑者と犯罪被害者等との関
係、被疑者の言動などの状況から、犯罪被害
者等に後難が及ぶおそれがある時は、被疑者
などに当該犯罪被害者の氏名などを告げない
ようにするほか、必要に応じ犯罪被害者等の
保護のための措置を講じている。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑺ 加害者に関する情報提供の拡充
法務省において、再被害防止のための被害

者等に対する出所情報通知制度（P４３⑷「再
被害防止のための犯罪被害者等に対する出所
情報通知制度」参照）について、引き続き制
度実施に係る円滑な連携を図るため、会議な
どの機会を活用し、関係者などへの制度の一

層の周知徹底に努めている。
警察において、子どもを対象とした暴力的

な性犯罪により刑事施設に服役している者の
出所予定日、出所後の帰住予定先などの出所
情報について、平成１７年６月から、法務省か
ら提供を受け、出所者の改善更生や社会復帰
を妨げないように配慮しつつ、犯罪の予防や
捜査への活用を図っている。

⑻ 犯罪被害者等に関する情報の保護
法務省・検察庁において、証拠開示の際に

証人などの住居などが関係者に知られること
がないよう求める制度、性犯罪の被害者等に
ついて公開の法廷では仮名を用いる運用がな
されていることについて、会議や研修などの
機会を通じて検察官などへの周知徹底を図っ
ている。
犯罪被害者等の保護の観点も含め住民基本

台帳の閲覧制度などの抜本的見直しを行い、
何人でも閲覧を請求できるという従前の制度
は廃止し、個人情報保護に十分留意した制度
として再構築を行うため、「住民基本台帳法」
の一部が平成１８年１１月１日に改正され、各市
町村において同法に基づき、適切な運用がな
されている。

⑼ 一時保護所の環境改善等
厚生労働省において、児童相談所・婦人相

談所の一時保護所や、婦人相談所が一時保護
委託先として契約した婦人保護施設や民間
シェルターなどにおいて一時保護を実施して
おり、犯罪被害者等の個々の状況に応じて保
護期間を延長するなど柔軟に対応するととも
に、適切な運用に努めている。また、児童相
談所の一時保護所においては、虐待を受けた
児童と非行児童との混合処遇の状況の改善等
の環境改善に努めている。

⑽ 警察における再被害防止措置の推進
警察において、「再被害防止要綱」に基づ

（＊６）厚生労働省「婦人保護事業実施状況報告」より。
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き、同じ加害者により再び危害を加えられる
おそれのある犯罪被害者等を「再被害防止対
象者」に指定し
・再被害防止のための関連情報の収集
・関連情報の教示
・連絡体制の確立と要望の把握
・自主警戒指導
・警察による警戒措置
・加害者への警告

などの再被害防止措置を実施している。実施
に当たっては、加害者を収容している刑事施
設などと密接に連携している。
警察庁においては、都道府県警察から、再

被害防止対象者の指定状況や刑事施設との連
携状況などについて、定期的又は随時に報告
を求め、都道府県警察における再被害防止措
置の徹底を図っている。

⑾ 警察における保護対策の推進
警察において、暴力団犯罪の被害者等の安

全を確保するため、暴力団などによる危害行
為を未然に防止するための基本的な事項を定
めた「保護対策実施要綱」に基づき、的確な
保護対策を実施している。
平成２０年度からは、保護対策において民間

警備を補完的に活用するための経費を措置す
るとともに、平成２１年度においては、保護対
策対象者の自宅における保護対策を効果的に
遂行するための保護対策ボックスのほか、保
護対象者の自宅における監視活動などを強化
するための資機材を整備した。

⑿ 保釈に関しての犯罪被害者等に対す
る安全への配慮の充実
法務省・検察庁において、加害者の保釈に

関し、検察官が、犯罪被害者等から事情を聞
くなどによりその安全確保を考慮して裁判所
に意見を提出するなど、適切な対応に努める
ため、会議や研修などの様々な機会を通じて
検察官などへの周知徹底を図っている。

⒀ 再被害防止に向けた関係機関の連携
の充実
警察庁・厚生労働省において、配偶者から

の暴力（DV）・人身取引・児童虐待の被害
者等の保護に関する、警察・婦人相談所・児
童相談所の連携を一層充実させている。
警察においては、配偶者等からの暴力事案

に対し配偶者暴力相談支援センターなど関係
機関・団体と連携した被害者支援を講ずるな
ど、犯罪被害者等の立場に立った適切な対応
を図っている。
人身取引事犯の被害者については、その適

正な保護がなされるよう関係機関・団体と連
携を図るとともに、犯罪被害者等が人身取引
の被害を訴えることを容易とするようリーフ
レット約３０万部を作成し、関係省庁、在京関
係国大使館、関係国在外公館、NGOなどの
犯罪被害者等の目に触れやすい場所に広く配
布するなどした。また、平成２１年７月、人身
取引に関係する国の在京大使館・国際機関・
NGOなどを集めてコンタクトポイント会議
を開催し、人身取引被害者の発見・保護など
に関する意見交換を行うなどした。さらに、
人身取引事犯などの被害者となっている女性
などの早期保護を図るため、警察庁の委託を
受けた民間団体が、市民から匿名で事件情報
の通報を受け、これを警察に提供して、捜査
などに役立てる「匿名通報ダイヤル」を、１９
年１０月から運用している（「子どもや女性を
守るための匿名通報モデル事業の運用状況及
び対象犯罪の拡充について」：http://www.
npa.go.jp/safetylife/hoan／１００１２８_tokumei_
tsuuhou.pdf、「平成２１年中における人身取引
事犯について」：http://www.npa.go.jp/safe-
tylife/seikan４２／h２１_zinshin.pdf）。
児童虐待の被害者については、街頭補導、

少年相談など様々な活動の機会を通じ、その
早期発見と児童相談所への確実な通告に努め
ている。また、国民に児童虐待事案の通告・
通報を促すため、リーフレット２５万部を作成
し、都道府県警察を通じて広く配布している
ほか、「匿名通報ダイヤル」の対象に児童虐
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待事案を追加し、平成２２年２月から運用を開
始している。さらに、都道府県知事・児童相
談所長による児童の安全確認や一時保護、立
入調査を円滑化するための援助を実施すると
ともに、子どもを守る地域ネットワーク（要
保護児童対策地域協議会）などへ積極的に参
加するなど、学校、児童相談所などの関係機
関との情報交換や連携強化に努めている。
厚生労働省においては、配偶者からの暴力

（DV）の被害者、人身取引の被害者などの
保護に関しては、婦人相談所と警察や児童相
談所などの関係機関との連携が不可欠である
ことから、その充実を図っている。特に、配
偶者からの暴力被害者の保護と支援につい
て、関係機関相互の共通認識・総合調整が必
要不可欠であることから、連携を強化するた
めのネットワークの整備にかかる費用を補助
している。
具体的には、婦人相談所は、配偶者からの

暴力被害者の相談、保護、自立支援におい
て、警察や福祉事務所などの関係機関との連
携を図るため、連絡会議や事例検討会議を開
催するとともに、事例集や関係機関の役割な
どの内容を掲載したパンフレットを作成し、
関係機関に配布している。
なお、平成１９年７月、「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律の一部
を改正する法律」（平成１９年法律第１１３号）が
成立し、市町村基本計画の策定の努力義務
化、配偶者暴力相談支援センターの業務の充
実、保護命令制度の拡充などが行われた（２０

年１月施行）。
児童相談所においては、触法少年・ぐ犯少

年の通告、棄児、迷子、虐待を受けた子ども
など要保護児童の通告などについて、警察と
連携を図っている。
警察庁・文部科学省において、警察と学校

など関係機関の通報連絡体制の活用、子ども
を守る地域ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）の活用、加害少年やその保護者に
対する指導などの一層の充実を図り、再被害
の防止に努めている。
また、非行や犯罪被害など個々の少年の抱

える問題行動に応じた的確な対応を行うた
め、学校、警察、児童相談所などの担当者か
らなる少年サポートチームを編成し、それぞ
れの専門分野に応じた役割分担の下、少年へ
の指導・助言を行っている。平成２１年度にお
いても、少年サポートチームの効果的な運用
を図るため、警察庁と文部科学省と合同で、
都道府県警察、関係機関・団体の実務担当者
に対する研修会を実施した。
文部科学省においては、各教育委員会に対

し、学校と警察が連携し、児童生徒の問題行
動に対応できるよう、会議の場や通知などで
促している。
また、要保護児童などに関し、「要保護児

童対策地域協議会設置・運営指針」を踏まえ、
虐待を受けている子どもを始めとする要保護
児童の適切な保護を図るための関係機関との
適切な連携について教育委員会などへ周知し
ている。

人身取引に関するリーフレット

提供：警察庁
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個々の少年をめぐる問題状況に応じて結成された
サポートチーム

病院 各種
ボランティア

適切な役割分担の
下で連携して対処

（チームでのアプローチ）
保護者等

問題を抱える
少年

従来の各機関ごとのアプローチ

学　校 警察署 児童相談所 保護司

サポートチームの円滑な組織化のための日常的な ネットワーク構築

関係団体等 教育委員会 警察本部
（少年サポートセンター）

知事部局
政令市 保護観察所

⒁ 児童虐待の防止、早期発見・早期対応
のための体制整備等
警察において、児童虐待防止対策に従事す

る職員、検視の専門官、少年補導職員などに
対し、早期に児童虐待を発見するための観点
や、関係機関との連携の在り方、カウンセリ
ング技術などについて指導・教育を行うな
ど、児童虐待防止に関する専門的な知識・技
能の向上のための教育を実施している。
また、児童虐待防止広報啓発用リーフレッ

トの作成・配布や「匿名通報ダイヤル」の通
報対象に児童虐待事案を追加し（平成２２年２
月から運用）、児童虐待の早期発見・早期対
応に努めている。
文部科学省において、平成２１年度は、児童

虐待などの問題へ対応するため、教育分野に
関する知識に加えて、社会福祉の専門的な知
識・技術を用いて児童生徒を支援するスクー
ルソーシャルワーカーを、各地域の実情に応
じて学校などの教育機関に配置する地方自治
体の取組に対して補助を行っている。また、
１９年度から「問題を抱える子ども等の自立支
援事業」において、児童虐待などの問題を抱
える児童生徒への支援に効果的な取組につい
て、子どもの状況の把握の在り方、関係機関
とのネットワークを活用した早期からの支援

の在り方などといった観点から、調査研究を
引き続き実施している。
厚生労働省において、児童虐待の早期発見

等に資するため、児童相談所を中心とした多
種多様な関係機関の連携による取組につい
て、随時、各種関係会議に係る行政説明など
において、収集した好事例の内容を報告して
いる。
また、平成２２年３月、「学校及び保育所か

ら市町村又は児童相談所への定期的な情報提
供に関する指針」が文部科学省及び厚生労働
省から各自治体及び教育委員会等に通知され
ている。
平成２１年４月には「児童福祉法等の一部を

改正する法律」（平成２０年法律第８５号）が一
部を除き施行された。児童虐待に関係する主
な内容としては、①「乳児家庭全戸訪問事
業」、「養育支援訪問事業」、「地域子育て支援
拠点事業」等子育て支援サービスの法定化、
②子どもを守る地域ネットワーク（要保護児
童対策地域協議会）の機能強化、③里親制度
の改正、施設内虐待の防止等の規定等があ
る。
また、虐待を受けたと思われる子どもを見

つけたときなどに、ためらわずに児童相談所
へ電話してもらえるよう、全国共通の電話番

提供：警察庁
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号によって近くの児童相談所に電話が繋がる
仕組み（児童相談所全国共通ダイヤル）を導
入し、平成２１年１０月１日より運用を開始して
いる。

⒂ 児童虐待防止のために行う児童の死
亡事例等の検証の実施
厚生労働省において、児童虐待による死亡

事例等の検証は、事件の発生を防止するため
の対策を講ずる上での課題を抽出するために
重要な意義を持つことから、社会保障審議会
児童部会の下に設置している「児童虐待等要
保護事例の検証に関する専門委員会」におい
て、平成１６年より実施されており、これまで
５次にわたる報告がとりまとめられている。
これらの報告書には死亡事例から学んだ対応
の在り方を盛り込み、児童相談所等の対応力
の向上を図っている。

⒃ 再被害の防止に資する教育の実施等
法務省において、矯正施設に収容されてい

る加害者に対し、被害者感情を理解させるた
めのオリジナルビデオ教材などを活用した指
導を実施している。平成１８年度以降は、犯罪
被害者等や支援団体の方々から被収容者に対
し直接講話するゲストスピーカー制度を拡大
するなど、「被害者の視点を取り入れた教育」
の充実に努めており、刑事施設においては、
「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法

律」の施行（同年５月。平成１９年６月からは
「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関す
る法律」に名称変更）に伴い、必要な者には
同教育を義務付けて実施している。
「被害者の視点を取り入れた教育」は、被

収容者に対し、自らの犯罪と向き合い、犯し
た罪の大きさや犯罪被害者等の心情などを認
識させ、犯罪被害者等に誠意を持って対応す
るとともに、再び罪を犯さない決意を固めさ
せることを目標としており、社会復帰後の犯
罪被害者等への対応、再犯の防止などにいか
されることが期待できる。
また、ストーカー事犯者、性犯罪事犯者な

どの保護観察対象者に対しては、事案に応じ
て、当該被害者への接近を禁止するなどの特
別遵守事項を設定していることに加えて、
「更生保護法」（平成１９年法律第８８号）の施
行（平成２０年６月）後は、性犯罪者について
は専門的処遇プログラムを受講することにつ
いての特別遵守事項も設定し、これを守るよ
う指導監督している。また、慰謝の措置や被
害弁償に誠意を尽くすことなどの生活行動指
針を設定し、それを守る努力をするよう指導
監督している。
仮釈放等審理における意見等聴取制度の施

行（平成１９年１２月）後は、犯罪被害者等から
聴取した意見などを踏まえ、より一層適切に
特別遵守事項を設定している。
保護観察対象者に対しては、再び罪を犯さ

児童虐待防止広報啓発用リーフレット

提供：警察庁
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ない決意を固めさせるとともに、犯罪被害者
等の意向に配慮しながら誠実に対応すること
を促すため、しょく罪指導のためのプログラ
ムを策定し、全国の保護観察所において、一
定の重大な犯罪をした保護観察対象者に対
し、以下のとおり個別指導を実施している。
〈１〉自己の犯罪行為を振り返らせ、犯し

た罪の重さを認識させる。
〈２〉犯罪被害者等の実情（気持ちや置か

れた立場、被害の状況など）を理解さ
せる。

〈３〉犯罪被害者等の立場で物事を考えさ
せ、また、犯罪被害者等に対して、謝
罪、被害弁償などの責任があることを
自覚させる。

〈４〉具体的なしょく罪計画を策定させる。
文部科学省においては、平成２０年度から、

非行など問題を抱える青少年の立ち直りを支
援するため、新たな社会活動の場を開拓する
取組や地域社会全体で立ち直りを支援する体
制づくりに関する事業を実施している。
また、良好な家庭環境を維持し、児童虐待

の防止にも資する取組として、親が学習や体
験を通じ、家庭教育に関する理解を深めるこ
とができるような講座が地域で実施されるよ
う支援するとともに、子育てサポーターリー
ダー等の地域人材の養成や、民生委員、元教
職員、保健師等の地域人材を活用した家庭教
育支援チームを設置し、学校等と連携して家
庭を訪問しての相談対応や情報提供、学習機
会へのコーディネート等の地方公共団体の取
組を支援している。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⒄ 犯罪被害者等に関する情報の保護
平成１９年６月２０日に成立した「犯罪被害者

等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法
等の一部を改正する法律」により、「刑事訴
訟法」が一部改正され、裁判所の決定があっ
た場合、起訴状の朗読などの訴訟手続を犯罪
被害者等の氏名などを明らかにしない方法に
より行うことと、検察官が、証拠開示の際
に、弁護人に対し、犯罪被害者等の氏名など
がみだりに他人に知られないようにすること
を求めることが可能となり（同年１２月２６日施
行）、現在、法務省において円滑な運用に取
り組んでいる。

⒅ 一時保護所の環境改善等（一時保護
の現状や一時保護委託の状況に関する
必要な調査及び施策の実施）
厚生労働省において、児童相談所の一時保

護所については、福祉行政報告例等におい
て、一時保護所の職員数や一時保護日数など
のデータを把握している。
婦人相談所による一時保護についても、福

祉行政報告例や婦人保護事業実施状況報告＊７

などにおいてデータを把握しており、平成２０
年度においては、婦人相談所が婦人保護施設
や民間シェルターなどに一時保護委託する場
合の委託費について増額を行った。
平成２１年度においては、婦人相談所が婦人

保護施設や民間シェルターなどに一時保護委
託する場合に、同伴児童のうち特に乳幼児に
対するケアを充実するため、新たに乳幼児用
の単価を設定した。引き続き、調査結果を踏
まえながら、有効な施策を実施し、児童虐待
や配偶者からの暴力の被害者に関する施策の
充実を図っていく。

⒆ 児童虐待・配偶者等からの暴力（DV）
の早期発見のための医療施設における
取組の促進
厚生労働省において、医療施設における児

童虐待や配偶者等からの暴力（DV）の早期
発見のための取組を促進するため、平成１９年

（＊７）厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べ。
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３月に各都道府県・関係団体あてに「児童虐
待・配偶者等からの暴力（DV）の早期発見
のための取組の促進について」（通知）を発
出し、医療関係者が、児童虐待の早期発見に
努めること、配偶者からの暴力によって負傷
したか疾病にかかったものの発見・通報に積
極的な対応が求められていることについて周
知徹底を図り、引き続き医療施設における取
組の促進を図っている。
また、配偶者からの暴力の被害を受けた女

性の保護に関する医療施設における研修に補
助を行っており、医療関係機関に対し、積極
的な受講を求めている。

《基本計画において、「法律所定の検討時期
等に併せて施策を実施する」とされたもの》

⒇ 一時保護所の環境改善等
厚生労働省において、「子ども・子育てビ

ジョン」に基づき、虐待を受けた子どもと非
行児童との混合処遇等を改善するべく、次世
代育成支援対策施設整備交付金の活用を含
め、児童相談所の一時保護所の環境改善を推
進する（３５都道府県・指定都市・児童相談所
設置市（平成２１年４月１日現在））。

３ 保護、捜査、公判等の過程における配慮等（基本法第１９条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 交通事故捜査過程における被害者の
負担軽減
警察において、軽傷交通事故に係る捜査書

類の簡略化として、簡約特例書式を導入して
いるが、これを的確に運用して供述調書の作
成時間などの短縮を図っている。
また、事情聴取などに係る拘束時間の軽減

を図るため、交通事故自動記録装置＊８による
科学的な捜査を実施している。同装置は、こ
れまで、全国に７７５基（平成２２年３月末現在）
設置されている。
さらに、捜査過程における交通事故被害者

等の二次的被害の防止・軽減を図るために、
各都道府県警察本部の交通事故捜査担当課に
設置した被害者連絡調整官が、被害者連絡な
どを的確に実施しているほか、交通事故捜査
員に対して交通事故被害者等の心情に配意し
た適切な対応がなされるよう教育を強化して
いる。

⑵ 性犯罪捜査指導官等の設置
警察において、性犯罪被害者の精神的負担

の軽減、性犯罪被害の潜在化の防止を図るた
め、性犯罪捜査指導官などの設置を推進して
いる。
性犯罪の被害者は、精神的なショック、

しゅう恥心から、警察に対する被害申告をた
めらうことも多く、また、捜査の過程におけ
る性犯罪被害者に対する警察官の言動などに
よっては、当該被害者に二次的被害を与えか
ねず、そのことが被害の潜在化、ひいてはこ
うした潜在化が同様な被害を拡大させる要因
ともなりかねないものとなっている。
全国の都道府県警察本部において、性犯罪

捜査担当課への性犯罪捜査指導官の設置、同
課の性犯罪捜査指導係への女性警察官の配置
を図ることなどにより、性犯罪捜査に関する
指導体制の拡充を行っている。
全国の都道府県警察本部の性犯罪捜査担当

課において、性犯罪捜査指導官を設置してお
り、全国の性犯罪捜査指導係員は２９６名、う
ち女性警察官は１４１名である（平成２１年４月
現在）。
今後も、性犯罪捜査指導係への女性警察官

（＊８）交通事故の衝突音、スリップ音を感知し、事故の直前、瞬間、直後の状況を録画する装置


